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研究成果の概要（和文）： 
本研究では、ベーシック・インカム（以下、BI）とフェミニズムという二つの福祉国家批判

およびその交差を論じた。両者の志向性の中心は各々脱商品化、脱家族化にあると整理できる
が、女をめぐる両者の関係はしばしば二者択一的なものとして論じられてきた。   
そこで本研究では、フェミニズムのシティズンシップ論に依拠し、脱商品化／脱家族化の観点
から BI のとりわけ女にとっての含意を考察した。考察の結果、およそ三つの立場に類型化でき
る従来のフェミニストシティズンシップ・モデルは、いずれも脱商品化・脱家族化を同時には
志向しえないことが明らかになった。これに対し、BI のシティズンシップ・モデルであれば、
両者の二律背反を解消し、これを同時に志向しうることが明らかになった。こうした作業は、
今後の新しいフェミニスト政策構想を考える際の一助にもなりうる。 
 
研究成果の概要（英文）： 

In this article, I argue about the intersection of Basic Income and Feminism which are 
criticisms towards Welfare State. We can say that the center of the claim of Basic income 
is in De-commodification and the center of the claim of Feminism is in De-familialization. 
However, especially in the case of women, the relationship between De-commodification 
and De-familialization is often described as antinomy.  
 In order to consider the implication of Basic Income for women, I applied the Feminist 

Citizenship Theory.  
 The Outcome of consideration is that the past 3 Feminist Citizenship Models cannot 
achieve  De-commodification and De-familialization at the same time. In comparison with 
this, the Basic Income Citizenship Model can dissolve this antinomy and achieve both at 
the same time. This work can be a help for figuring a new Feminist Social Policy. 
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１．研究開始当初の背景 
（１）着想に至った経緯 

近年、福祉国家においては包摂しえない

様々な生のあり様が顕在化し、貧困や排除が
社会問題化しつつある。申請者はこれまで、
一方でそうした貧困や排除をめぐる言説が
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対貧困政策に与えうる影響について分析し、
そのような新しい貧困に対応しうる政策構
想として基本所得（ベーシック・インカム）
を多角的に検討してきた（堅田2005a; 2005b; 
堅田 2006a; 2006b; 2006c）。他方で、福祉国
家を批判的に捉え直そうとする新しい社会
政策論（Critical Social Policy）において
フェミニズムの観点からその理論的発展を
担ってきた Ruth Lister（ルース・リスター）
の諸理論に依拠しながら、貧困の概念や言説、
とりわけジェンダー化されたそれらについ
ても研究を進めてきた（堅田 2004; 堅田
2005c）。その結果、以下の課題が残された。 
・基本所得とフェミニズムは共に福祉国家に

対する反省的・批判的な応答として位置付
けられるが、それらの交差が論じられるこ
とはあまりなく、両者の関係の検討が不十
分である。 

・このため、一方で基本所得をめぐる議論は
ジェンダー盲目に陥りがちとなり、他方で
フェミニズムは有効なフェミニスト社会
政策の一つとして基本所得を十分に考慮
しきれていない。 
これらは、多様な生を包摂しうる新たな社

会政策構想を発展させる上で解決すべき課
題である。 
（２）本研究の位置づけと国内外における関
連分野の研究動向 

本研究は、基本所得という新たな所得保障
の政策構想を、とくにジェンダーの観点から
検討するものであり、所得保障ないしフェミ
ニスト社会政策論の一研究として位置付け
られうる。 

基本所得とは、シティズンシップに基づく
個人の権利として、すべての市民に無条件で
支払われる所得のことである。これについて
は、欧米圏を中心に、分析哲学や経済学、政
治学の観点から多くの研究が蓄積されてき
た（代表的なものとして、Van Parijs, 
P.1995; Fitzpatrick,T. 1999=2005）。日本
においても、社会政策の観点から尐しずつ研
究が蓄積され始めている（たとえば、小沢
2002; 武川編 2008; 山森 2003; 堅田 2006b）。
この構想は、労働における差異を一切問わな
いという点において、有償労働の中心性を維
持する保険／扶助モデルの福祉国家とは根
本的に異なるものである。このため、保険／
扶助を中心に構成された従来の福祉国家に
おける排除や貧困が顕在化する中、この構想
が近年改めて注目され始めているのである。
この意味で、基本所得は、従来の福祉国家へ
の批判的・反省的応答として読むこともでき
よう。 

こうした文脈とはまた別に、ベヴァリッジ
型福祉国家に対する異議申し立ては、福祉国
家の内部で周縁化されがちなマイノリティ
から古くより提出されてきた。なかでも、フ

ェミニストからの異議申し立ては重要であ
ろう。フェミニストによる福祉国家批判は、
何よりもまず福祉国家が想定する家族モデ
ル―「男性稼得者／女性家事従事者モデル」
―や、そうした家族モデルに依拠して構築さ
れた男性中心主義的なシティズンシップに
向けられていた（たとえば、Lister 1994; 
Williams 1989; Sainsbury 1996; Orloff 
1993）。 

このように、基本所得とフェミニストの主
張は各々、従来の福祉国家への批判・反省を
異なる文脈において形成してきた。しかし既
述のように、これまで両者の交差が論じられ
ることはほとんどなかった。こうした試みに
取 り 組 ん で い る 数 尐 な い 例 と し て 、
Fitzpatrick, T.（1995=2005)を挙げること
ができるが、それは様々なフェミニスト政策
パッケージの一部に基本所得を位置付けう
る可能性の提示にとどまっている。そこで、
本研究のような、両者の交差や基本所得がジ
ェンダー秩序に与えうる影響に関する包括
的な研究が要請されているといえよう。 
 
２．研究の目的 

本研究は、基本所得とフェミニズムの交差
に立脚しながら、基本所得がジェンダー秩序
に与えうる影響を検討し、それをフェミニス
ト社会政策として練り直していくための予
備的作業を行うことを目的としている。具体
的には、上述の研究動向ならびに申請者が以
前より行ってきた研究における諸課題を踏
まえ、以下の三点を作業課題として研究を進
めた。 
（１）社会政策における「脱商品化」「脱家

族化」の両概念を再検討するとともに、両
者の関係を整理する。 

（２）（１）の結果を、「商品化」された女の
表象としての「娼婦」と「家族化」された
女の表象としての「主婦」をめぐるフェミ
ニズムの議論（いわゆる「聖／娼」論）に
節合し、女にとっての「脱商品化」「脱家
族化」の含意を明らかにする。 

（３）（１）（２）の検討結果をふまえて、基
本所得がジェンダー秩序にどのような影
響を与えうるのかについて、とりわけ「脱
商品化／商品化」「脱家族化／家族化」の
観点から明らかにする。 

 
３．研究の方法 
 以下、上述の三つの作業課題別に研究の方
法を記す。 
（１）既述のとおり、基本所得とフェミニズ

ムは異なる文脈で福祉国家に対する批判
を提出してきた。では両者の志向性の中心
はどこにあるか。労働をめぐる差異を等閑
視し、市場からの自由の幅を拡大しうる基
本所得と、従来の家族モデルに基づくシテ



 

 

ィズンシップを問題化し、家族からの自由
を重視するフェミニズムの志向性はそれ
ぞれ、「脱商品化」「脱家族化」にその中心
があるとひとまず整理できるだろう。そこ
で、基本所得とフェミニズムの交差に立脚
する本研究では、まず両者の志向性の中心
である「脱商品化」と「脱家族化」の中身
を整理するとともに、両者の関係を再検討
した。こうした作業は本研究のその後の作
業を進めるための基礎的作業となりうる。 

（２）とりわけ女をめぐる「脱商品化」と「脱
家族化」の関係はそれほど単純ではない。
かつてエスピン・アンデルセンの脱商品化
指標（Esping-Andersen, G. 1990=2001)に
対してフェミニストが寄せた批判の中心
は、そのジェンダー・ブラインド性であっ
た（たとえば、Orloff 1993）。彼のいう脱
商品化は、既にその労働力を商品化されて
いる男を前提にしたものにすぎず、一方で
無償の家事労働を強いられ他方で有償労
働から排除されている女の問題を考慮し
ていないというのである。女はむしろ脱家
族化のために「商品化」を志向する場合も
ありうるし、逆に、女は既に「家族化」を
とおして脱（or 前）商品化されているとも
いえるのだ。ここには「脱商品化」と「脱
家族化」の二律背反的な関係が見て取れる。
そこで本研究では、商品化された女と家族
化された女の典型的な表象としての娼婦
（売春婦）と聖母（主婦）をめぐるフェミ
ニズムの議論を足がかりに、とりわけ女に
とっての両概念の含意を明らかにし、これ
を再構成した。 

（３）最後に、（１）（２）の結果、再構成さ
れた「脱商品化」「脱家族化」の概念を用
いて、基本所得がジェンダー秩序に与えう
る影響について考察を加えた。こうした作
業は、有効なフェミニスト社会政策の一つ
として基本所得の構想を練り上げていく
ための予備的作業ともなりうる。 

 
４．研究成果 

本研究では、脱商品化・脱家族化概念の再
検討を通して再定式化した両概念を基に従
来のフェミニスト・シティズンシップを類型
化し、「もう一つのフェミニスト・シティズ
ンシップ」の可能性を導出した。さらに、「も
う一つのフェミニスト・シティズンシップ」
に適合的な政策構想の一候補として BI を検
討し、これが新たなフェミニスト社会政策に
なりうることを明らかにした。しかしなお、
フェミニズムが BI に否定的な態度を取りが
ちな理由についてはさらなる検討が求めら
れる。一点だけ付言しておくとすれば、筆者
はここで、BI はそれのみで十分なジェンダー
平等をもたらすフェミニスト社会政策だと
主張しているのではない。むしろそれがジェ

ンダー平等をもたらすかどうかは、その他の
育児サービスや諸手当、性差別禁止に関する
様々な政策との組み合わせによって決まる
であろう。また、BI の女にとっての含意は一
様ではない。それは人種や障害などを含む女
の間における差異によって異なりうる。した
がって、今後はこのような差異にも考慮した
考察が求められるだろう。このような課題は
あるにせよ、本稿での作業は、これまであま
り生産的な交差が見られなかった BI 論とフ
ェミニズムの交差を論じていくための足が
かりの提供にささやかながら貢献できたの
ではないだろうか。 
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